




［最高裁令和元年９月 27 日第二小法廷判決　平成 30
年（あ）第 1224 号　覚せい剤取締法違反、詐欺未遂、
詐欺被告事件　刑集 73 巻 4 号 47 頁］
箭野 章五郎
〈事実の概要〉
〔1〕氏名不詳者らは、平成 28 年 10 月下旬頃から同年 11 月 21 日頃までの
間に、老人介護施設の入居権譲渡に関して名義貸しをしたことによる問題の
解決に現金が必要である旨のうそをＡ（71 歳）に電話で告げ、誤信させ、
東京都内のマンション 1303 号室Ｂ宛てに、同月 17 日及び同月 21 日の 2 回
にわたって現金合計 350 万円在中の荷物を宅配便で発送させた。被告人は、
















第一審（静岡地裁浜松支部平成 29・12・22 刑集 73 巻 4 号 102 頁）は、
〔1〕詐欺既遂事件、〔2〕詐欺未遂事件につき、それぞれ詐欺既遂罪、詐欺未
































































































言及するが、最高裁の判断（（ⅰ）最判平成 30・12・11 刑集 72 巻 6 号 672




















































































































































































































30・12・11 判批）刑事法ジャーナル 60 号 161 頁、江見健一「特殊詐欺の
受け子の罪責に関する諸問題――特殊詐欺の現状と近時の最高裁判例を踏
桐蔭法学 27 巻 2 号（2021 年）
132
まえて――（上）」警察学論集 72 巻 11 号 1 頁など。
2 これらの問題については、例えば、福岡地判平成 28・9・12 刑集 71 巻 10
号 551 頁、名古屋高判平成 28・11・9 LEX/DB 文献番号 25544658、福岡
高判平成 28・12・20 判例タイムズ 1439 号 119 頁、福岡高判平成 29・5・
31 刑集 71 巻 10 号 562 頁、最決平成 29・12・11 刑集 71 巻 10 号 535 頁、
など参照。判例・学説につき詳細な分析・紹介を行う論稿として、十河太
朗「騙されたふり作戦と詐欺未遂罪の共犯」同志社法学 70 巻 2 号 1 頁以
下、松原芳博「詐欺罪と承継的共犯――送付型特殊詐欺事案における受け
子の罪責をめぐって――」法曹時報 70 巻 9 号 1 頁以下、山田慧「だまさ
れたふり作戦が行われた特殊詐欺事案における受け子の罪責――一連の裁
判例を契機として――」同志社法学 70 巻 2 号 95 頁以下、中川正浩「特殊
詐欺対策としてのいわゆる『だまされた振り作戦』に関する法的問題と捜
査手法の正当性について――受け子の犯罪を素材に――」警察學論集 71
巻 12 号 62 頁以下、二本栁誠「騙されたふり作戦と受け子の罪責」名城法
学 67 巻 1 号 209 頁以下など参照。
3 例えば、高橋泰明「オレオレ詐欺事案における受け子の犯罪の成否につい








6 高橋省吾『大コンメンタール刑法第三版第 13 巻』大塚ほか編（2018）129
頁参照。
7 高橋・前掲注（6）131 頁以下参照。





















14 判批）論究ジュリスト 33 号 172 頁参照。






されている。さらに、福岡高判平成 28・12・20 判例タイムズ 1439 号 119
頁など参照。また、覚せい剤密輸の故意につき「覚せい剤を含む身体に有
害で違法な薬物類」との認識があれば足るとした最決平成 2・2・9 裁判集




法学セミナー 779 号 23 頁参照。さらに、中谷仁亮「詐欺罪における故意
の認定―特殊詐欺事件に関する最近の最高裁判決をめぐって」上智法学論
桐蔭法学 27 巻 2 号（2021 年）
134







（本件判批）刑事法ジャーナル 64 号 97 頁。
14 小池健治「特殊詐欺の事案における諸問題について―二つの高裁判決（①
仙台高裁平成 29 年 6 月 1 日判決、②仙台高裁同年 8 月 29 日判決）を題材
として―」判例タイムズ 1449 号 79 頁。






（刑集 72 巻 6 号 746 頁）との指摘を援用した上で、この「指摘を乗り越え
ることは難しいように思われる。」とされている。





























































平成 30・12・14 判批）ジュリスト 1544 号 144 頁参照。
27 品田・前掲注（8）665 頁以下参照。
28 なお、「不法領得の意思」については、本件でもとくに問題とされてはい
ない。これに関して、受け子自身に不法領得の意思がなくとも「刑法 65
条 1 項」による身分犯構成による共同正犯の可能性はありうるとの指摘
（品田・前掲注（8）672 頁参照）も存するところであるが、本判決では、
「被告人に詐欺の故意及び共謀を認めた第 1 審判決の判断は、その結論に
おいて是認することができ」る、「第 1 審判決はこれを維持するのが相当
である」とされており、その第一審では、適用罰条につき刑法 60 条、246
条 1 項があげられていることから、この限りでは、身分犯構成は採られて
いないと解することができよう。
（やの・しょうごろう　桐蔭横浜大学法学部専任講師）
